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武蔵野市の住民投票条例を考える会   

代表  金子  宗德  

陳   情   の   要   旨  

 武蔵野市では令和２年４月施行の自治基本条例の規定を根拠に住民投票条例（仮

称）の制定に向けた準備が進んでおり、松下玲子市長は令和３年第４回定例会に本

条例案を上程する方針を明らかにしております。しかしその内容や検討過程には以

下の点で大きな問題をはらんでいると考えます。  

 公選による首長と議員に政治を委ねる民主主義制度において、住民投票は市町村

合併など根幹に関わる事項に限定すべきであり、これらは地方自治法・合併特例法

などに規定が存在します。想定外の問題が生じた場合は、その都度、住民投票を実

施すれば済みます。喫緊の事態が想定しにくい武蔵野市の現状では、住民投票制度

をあらかじめ設ける必要性に乏しいのです。  

 次に条例案では外国籍を含め３か月以上住民基本台帳に登録されれば投票権が付

与されるため、選挙の有権者と、住民投票の投票者が異なります。日本国籍を有す

る住民による選挙で選ばれた代表者であることが二元代表制のよりどころであり、

有権者と異なる投票者による意思決定を反映することは二元代表制の補完にはなら

ず、むしろ議会の機能低下につながりかねません。加えて、住民投票の目的を「意

見表明」とするならば、発議の条件や対象が限られた住民投票制度ではなく、外国

籍住民を交えた意見交換会や住民アンケートなどの手法のほうが適しています。  

 検討過程も大いに問題があります。検討が進んだここ１年半はコロナ禍により通

常の日常生活に制限がかかり、住民が一堂に会して議論を深めたり、対面で説明会

を実施したりするのは難しい状況でした。８月 29日に市が武蔵野芸能劇場で開催し

た「市民意見交換会」の参加者は 10人にすぎません。緊急事態宣言発令下での開催

は非常に不適切であり、十分に住民の意見が条例案に反映されているとは到底考え

られません。  

 以上の見地から、本条例案は武蔵野市にとって喫緊に策定しなければならない条

例であるとは言えず、多くの住民を交えた議論を経ぬままに議決するのは拙速と言

わざるを得ず、よって下記のとおり陳情いたします。  

 

記  

 

１  住民投票条例（仮称）案を廃案とした上で、根拠条例となる自治基本条例 19条

を削除することも視野に再検討すること。  

２  少なくとも住民投票条例（仮称）案を令和３年第４回定例会では採決せず、継

続審議とすること。  

 


